
1 

案件別事後評価（内部評価）評価結果票:無償資金協力 
評価実施部署：ミャンマー事務所（2021 年 7月） 

国名 
沿岸部防災機能強化のためのマングローブ植林計画 

ミャンマー 

Ⅰ 案件概要 

事業の背景 

ミャンマーのエーヤーワディ・デルタ地域は保護区として管理が行われているものの、違法
な活動（薪炭材の収穫、水田・塩田開発、養殖等）のためマングローブ林の被覆面積は減少し
ていた。2008 年 5月のサイクロンナルギスは約 14万人に及ぶ甚大な死者数及び行方不明者数、
エーヤーワディ・デルタ地域におけるマングローブ林の損傷をもたらすなど、住民の日常生活
及び生計に深刻な被害を及ぼした。一方、サイクロンナルギスにより、高潮による海水侵入緩
和、土地の浸食防止及び漂流物の移動防止といったマングローブ林の防災機能としての有効性
も確認されることとなった。しかしながら、予算制約のため、ミャンマー政府単独での早期の
マングローブ林復旧は困難な状況であった。 

事業の目的 

本事業は、エーヤーワディ・デルタ地域のカドンカニ森林区において、マングローブ林の造成、
サイクロン避難施設の整備、機材の調達を行い、サイクロン被害や伐採等により減少したマン
グローブ林の復旧及び防災機能の向上を図り、もってサイクロン被災地における防災機能の整
備に寄与することを目的とする1。 

実施内容 

1. 事業サイト：エーヤワディ管区のカドンカニ森林区の中心部(1,154 ha） 
2. 日本側：(1)マングローブ林造成（面積：1,154 ha）、森林監視タワーを併設したサイクロ

ン避難施設（1棟、収容人数：150 人）建設、管理用車両（2台）及び管理用ボート（1台）
の調達に必要な資金協力、(2)本事業で造成されたマングローブ林の参加型管理計画の策
定、住民参加型防災訓練の実施、及び水生生物インベントリー調査に係る、森林局への技
術協力（ソフトコンポーネント） 

3. 相手国側：施工監理に必要な事務所の開設、施設建設に必要な用地取得、植林の監視、整
備された施設及び機材の点検等 

事業期間 

交換公文締結日 2012 年 4月 21 日 

事業完了日 2017 年 2月 15 日2 
贈与契約締結日 

2012年8月3日（当
初） 
2012 年 12 月 28 日
（変更） 

事業費 交換公文供与限度額・贈与契約供与限度額：583 百万円 実績額：568 百万円 

相手国実施機関 
天然資源・環境保全省※ 森林局 
※事前評価時点は、環境保全・林業省。2016 年 3月のミャンマー政府組織変更のため、名称変
更が行われた。 

案件従事者 
本体：株式会社安藤ハザマ 
コンサルタント：国際航業株式会社 

Ⅱ 評価結果 

【留意点】 

・新型コロナウイルス感染拡大のため、本事後評価では既存資料の確認及び質問票の送付・回収、関係者へのインタビューによって得られ

た情報を分析し、評価判断を行った。事業対象地の踏査は行っていない。 

・本事業において植林されたマングローブ林の管理計画（Mangrove Forest Management Plan: MFMP）は当初予定通り策定されたが、事業事

前評価表においては、同管理計画の「策定」のみならず「実施」もソフトコンポーネントのアウトプットとして言及されている。しかしな

がら、実際の活動の根拠となった「ミャンマー連邦共和国 沿岸部防災機能強化のためのマングローブ植林計画準備調査（その 2）報告書」

のソフトコンポーネント計画に含まれているのは MFMP の「策定」までであり、本事業の計画に MFMP の「実施」は含まれていないと判断さ

れる。 
1 妥当性 
【事前評価時のミャンマー政府の開発政策との整合性】 
 事前評価時において、本事業のミャンマーの開発政策との整合性は高かった。2009 年 7月に策定された「災害リスク削減の
ためのミャンマーアクションプラン（2009 年～2015 年）」（MAPDRR 2009-2015）の掲げる主要な 7 つの政策に「植林及びサイ
クロン避難施設の建設」が含まれている。MAPDRR 2009-2015 の目標は「ミャンマーを自然災害に対してより安全かつ強靭にし、
生命、生活、開発効果を守ること」であり、本事業の実施は当該目標の達成に貢献するものであった。 
【事前評価時のミャンマーにおける開発ニーズとの整合性】 
「I 案件概要 事業の背景」に記載のとおり、本事業は損傷したマングローブ林復旧のニーズと合致しており、開発ニーズ

との整合性は高かった。 
【事前評価時の日本の援助方針との整合性】 

                                                   
1 事業事前評価表においては予想されるインパクトの記載がないため、本事後評価では「ミャンマー連邦共和国 沿岸部防災機能強化のた

めのマングローブ植林計画準備調査（その 2）報告書」記載の上位目標（サイクロン被災地における防災体制が整備される）を予想される

インパクトとして用いる。 
2 ソフトコンポーネント完了日は 2017 年 2 月であることが確認されているが、具体的な日付は未確認である。本事後評価では、本体工事完

了日の 2017 年 2 月 15 日を事業全体の完了日として用いている。 
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 事前評価時において、対ミャンマー経済協力方針（2012 年 4 月)の重点分野として「国民の生活向上のための支援」が掲げ
られており、このうち防災への支援推進の方針3と合致していた。 
 
【評価判断】 
以上より、本事業の妥当性は高い。 

2 有効性・インパクト 
【有効性】 

 事業の目的は達成された。定量的効果については、2017 年（事業完了年）における「サイクロン被害を受けたマングローブ
林のうち復旧した面積」は 1,154 ha であり、事業完了後も適切に維持管理されている。さらに森林局は、2018 年から 2020 年
の間、「ミャンマー森林再生・復旧プログラム（2018 年～2027 年）」（MRRP 2018-2027）に基づき、毎年 566.8 ha のマングロ
ーブ林植林をカドンカニ森林区において実施しており、2020 年時点での復旧したマングローブ林の面積は 2,854.4 ha（予想
された定量的効果の約 248%）であった。また本事業で調達された森林監視タワー併設サイクロン避難施設、4WD 車両 2台、ボ
ート 1台の施設・機材の活用状況は良好である。車両及びボートは、事業実施期間中はマングローブ林の点検、会議等におい
て、事業完了後は維持管理活動等において、職員の移動や資機材の搬入用に用いられている。事前評価時の算定に基づけば、
1,000 ha のマングローブ林造成により、35,450 トン/年の CO2 削減効果があったと推察される4。 
 JICA は先行の技術協力プロジェクト「エーヤーワディ・デルタ住民参加型マングローブ総合管理計画プロジェクト」（2007
年～2013 年）において、持続的なマングローブ林の監理に向けた森林局及び住民への協力を行った。本事業においては当該技
術協力プロジェクトにおいて強化された関係者の能力を十分活用した。 
 定性的効果に関しては、本事業への参加を通して森林局職員の能力が向上し、森林局は MRRP 2018-2027 に基づいてマング
ローブ林の維持管理と復旧を実施している。 
 ソフトコンポーネントにおいては、MFMP が森林局によって策定され、複数回のワークショップによって地元住民に対する周
知が実施され、住民はマングローブ林復旧や植林活動に対する高い意識を有している。森林局によると、ソフトコンポーネン
トは住民の持続的な森林管理（マングローブ林と住民の共生）、過去数十年におけるマングローブ林の減少や損傷に関連して
生じている課題、及び現在・将来において住民の生活のため取り得る対応策に対する意識向上に対して貢献した。またソフト
コンポーネントにおける住民の防災訓練、生物多様性調査の結果、マングローブ林がもつ防災機能、生物多様の保全機能に対
する理解が深まった。 
【インパクト】 

 森林局は下記のとおり、正のインパクトについて認識している。マングローブ林による防風効果は近隣の 20村、2,498 世帯、
8,057 人（目標値：4,400 人）の住民に対して裨益した。具体的には、モンスーン期初期における乱気流の風速が弱まるとい
った効果が認められている。同様に、マングローブ林による防潮効果は近隣の 22村、49,957 世帯、217,389 人（目標値：210,000
人）の住民に対して裨益した。さらに、ソフトコンポーネントにおいて実施された災害訓練の結果、サイクロンや暴風が発生
した際、近隣の住民や漁民は避難施設に避難している。またソフトコンポーネントにおいて生物多様性調査に住民を巻き込む
ことで、住民の生物多様性保全への意識向上にも繋がった。 
 なお本体工事中、一時的に微量の廃棄物（セメント袋、廃材等）が発生することが予想されたため、本事業は計画時点にお
いて「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2004 年 4 月公布）上、カテゴリ B に分類された。しかし、コンサルタン
トの施工監理業務の一部として廃棄物の適正処理に係るモニタリングが実施されており、本事後評価時点において廃棄物によ
る環境への負の影響は確認されていない。 
 
【評価判断】 

よって、本事業の有効性・インパクトは高い。 
 
定量的効果 

指標 

基準年   

2012 年 

計画年 

目標年 

2020 年 

事業完成 3年後 

実績値 

2017 年 

事業完成年 

実績値 

2018 年 

事業完成 1年後 

実績値 

2019 年 

事業完成2年後 

実績値 

2020 年 

事業完成3年後 

指標 1：サイクロン

被害を受けたマン

グローブ林のうち

復旧した面積(ha) 

0 1,150 1,154 1,720.8 2,287.6 2,854.4 

出所： 事業事前評価表、JICA 資料、及び無償資金協力事業に関する質問票（森林局回答） 

3 効率性 

事業費、期間ともに、実績値は計画の範囲内（対計画比はそれぞれ 97%、98%）であり、効率性は高い。 

4 持続性 
【制度・体制面】 
 関連政策は森林局による10か年のマングローブ林植林計画を含むMRRP 2018-2027、及び災害・脆弱性地図を含む「災害リス
ク削減のためのミャンマーアクションプラン（2017年）」(MAPDRR 2017)である。本事業において整備された施設・機材の維持
管理に関して、以下の通りソフトコンポーネントで策定されたMFMPに基づいて職員数が確保・配置されており、職員の配置は
十分である。i)マングローブ林：レンジ・オフィサー3名、レンジ・オフィサー代理3名、フォレスター5名、フォレストガー
ド（森林警備員）2名、ii)サイクロン避難施設：レンジオフィサー1名、レンジオフィサー代理1名、フォレスター2名、フォ
レストガード1名、iii)調達機材：ディレクター2名、アシスタント・ディレクター1名、事務員1名5。復旧されたマングローブ

                                                   
3 国別 ODA データブック（2012）の記載による。 
4 植林面積(1,000 ha)×単位面積当たりの炭素吸収量(9.66 トン/ha/年)×CO2 換算値(3.67)＝35,450 トン/年 
5 レンジ・オフィサー、レンジ・オフィサー代理、フォレスター、フォレストガード（森林警備員）、事務員は、カドンカニ森林区を監理するボガレ郡森林支

局職員の役職。 
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林が共有林として住民に提供されたことで、住民は主体的にマングローブ林の監理、防災、魚類・甲殻類の生息環境保護に取
り組んでいる。 
【技術面】 
 上述の通り、森林局職員のマングローブ林管理のための技術レベルは本事業を通して十分向上した。またマングローブ林の
復旧に関する訓練はCommunity Forestry Development Training Center (Hmawbi, Yangon)及びMyanmar Forest School (Phyin 
Oo Lwrin)において年間1～3回、約20名の職員を対象に行われており、森林局の技術レベルを維持する制度も十分整備されて
いる。 
【財務面】 
連邦予算・地方管区予算が下記の項目について確保されている。i)カドンカニ森林区が位置するボガレ・タウンシップにお

けるマングローブ林保全及び管理に係る費用、ii)サイクロン避難施設の建設及び管理費用、iii)本事業における調達機材（車
両2台、ボート1台）の運用・維持管理経費。予算額に係るデータは入手不可であったが、別項で述べたような政策との合致や
整備施設・機材の良好な運営・維持管理状況からは、十分な予算が配分されていると判断される。 
【運営・維持管理の状況】 

本事業引渡後、森林局は下記の維持管理活動を行うものとされている。i) マングローブ林：防火、除草、（必要に応じて）
補植・補修、森林警備員、ii)サイクロン避難施設：日常清掃、10年ごとの耐水塗装の塗替え、（必要に応じて）改修作業。森
林局は本事業で復旧されたマングローブ林において上記活動を実施しており、必要な予算は年単位で連邦予算・地方管区予算
にて確保されている。またマングローブ林造成と同時に MFMP の策定・啓蒙が行われたことが、植林されたマングローブ林の
適切な維持管理に寄与した。 
 
【評価判断】 
以上より、本事業の運営・維持管理は制度・体制、技術、財務、状況ともに問題なく、本事業によって発現した効果の持続

性は高い。 

5 総合評価 
本事業は、サイクロンナルギスにより損害を受けたマングローブ林の復旧という目標を達成した。当初想定以上の定量的効

果、定性的効果が見られ、さらに事業完了後に森林局によるさらなるマングローブ植林が行われていることも確認された。持
続性については、維持管理に係る職員配置がされ、関係職員への訓練も定期的に行われている。また維持管理に必要な予算も
確保されている。全体として、制度・体制面、技術面及び財務面からみて、維持管理は実施機関と住民によって持続的に実施
されるものと推測される。以上より、総合的に判断すると、本事業の評価は非常に高いといえる。 

Ⅲ 提言・教訓 

JICA への教訓： 
・ 本事業においてマングローブ林復旧及び事業完了後の維持管理、また相手国実施機関による更なるマングローブ林復旧が

成功した主な理由として、①先行する技術協力プロジェクト「エーヤーワディ・デルタ住民参加型マングローブ総合管理
計画プロジェクト」との連携が図られ、当該技プロにおいて能力が高まった先方実施機関による主体的なコミットメント
が得られたこと、②適切なソフトコンポーネント実施によりマングローブ林管理計画策定及び普及が並行して行われたこ
と、③マングローブ林管理計画に基づく活動継続のための予算措置が先方によって行われたこと、④プロジェクトに住民
を巻き込むことで特にソフトコンポーネント活動実施においてプロジェクトや森林局に対する現地住民の十分な協力が
得られたこと、が挙げられる。 

・ 他方、事後評価時点において、マングローブ林の成長・生存状況、生物多様性の改善状況については、直接的な把握が困
難であった。これらの効果的なモニタリングのため、事業完了後も森林局・住民によって植栽木や水生生物等のモニタリ
ング結果が継続的に実施・記録されるよう計画時に配慮することが勧められる。 

 

 

 
 

プロジェクト活動実施中の様子 

 

 
 

プロジェクトにて整備された森林監視タワーを併設したサイ
クロン避難施設 

 


